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令和３年度 第 53 回 

社会保険労務士試験 解答・解説 

 
※以下の解答はユーキャンの作成によるものです。試験センター発表のものではありません。 

 

 
 

【問１】労働基準法及び労働安全衛生法 

Ａ ⑱ 身元保証人 

Ｂ ⑪ 通常の労働時間の賃金 

Ｃ ⑭ 当該労働契約の定める賃金体系全体における当該手当の位置付け 

Ｄ ⑩ 心身の条件 

Ｅ ③ ２メートル 
根拠条文／Ａ：コンメンタール上 244 頁、Ｂ・Ｃ：最判 令 2.3.30 国際自動車事件、Ｄ：法 62 条、Ｅ：則 518 条１項 

【問２】労働者災害補償保険法 

Ａ ⑳ 
負傷、疾病、障害又は死亡の原因又は要因となる事由が生じた時点において事業主

が同一人でない２以上の事業に同時に使用されていた労働者 

Ｂ ⑬ その収入が当該複数事業労働者の生計を維持する程度の最も高いもの 

Ｃ ⑩ その事由が生じた月の翌月からその事由が消滅した月まで 

Ｄ ⑥ 60 

Ｅ ③ 18 
根拠条文／Ａ：則５条、Ｂ：則１条２項２号、Ｃ：法９条２項、Ｄ・Ｅ：法 16 条の２第１項 

【問３】雇用保険法 

Ａ ① １年間 

Ｂ ④ 30 

Ｃ ① １ 

Ｄ ② 求人への応募書類の郵送 

Ｅ ① 巡回職業相談所 
根拠条文／Ａ：法 13 条２項、Ｂ：法 13 条１項、Ｃ～Ｅ：行政手引 51254 

【問４】労務管理その他の労働に関する一般常識 

Ａ ④ 35歳以上 55歳未満 

Ｂ ① 65歳超雇用推進助成金 

Ｃ ① （公財）産業雇用安定センター 

Ｄ ④ 特定求職者雇用開発助成金 

Ｅ ① 40歳以上 
根拠条文／Ａ：労働施策総合推進則附則 10 条、Ｂ～Ｅ：令和２年版厚生労働白書 254 頁参照 

選択式 解答一覧 
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【問５】社会保険に関する一般常識 

Ａ ⑪ 国民健康保険事業費納付金の納付 

Ｂ ⑩ 国民健康保険事業に要する費用 

Ｃ ⑱ 被扶養者 

Ｄ ④ 15日 

Ｅ ① ３年 
根拠条文／Ａ・Ｂ：国保法 76 条１項、Ｃ：船保法 93 条、Ｄ：児手法８条３項、Ｅ：確給法 41 条３項 

【問６】健康保険法 

Ａ ⑯ 特定保険料率 

Ｂ ⑪ その額から健康保険法第 153条及び第 154条の規定による国庫補助額を控除した 

Ｃ ⑩ 総報酬額の総額 

Ｄ ③ ９月１日 

Ｅ ⑥ 100分の 0.5 
根拠条文／Ａ：法 156 条１項１号、Ｂ・Ｃ：法 160 条 14 項、Ｄ・Ｅ：法 40 条２項 

【問７】厚生年金保険法 

Ａ ② ３か月を超える期間ごとに 

Ｂ ⑥ 厚生年金保険給付費等 

Ｃ ⑪ 交付金として交付 

Ｄ ⑭ 船舶 

Ｅ ⑨ 厚生労働大臣の承認を受けて、 
根拠条文／Ａ：法３条１項４号、Ｂ・Ｃ：法 84 条の３、Ｄ・Ｅ：法８条の２第１項 

【問８】国民年金法 

Ａ ⑪ 給付の支給に支障が生じない 

Ｂ ⑯ 調整 

Ｃ ③ 開始年度 

Ｄ ⑧ 給付として支給を受けた金銭を標準 

Ｅ ⑳ 老齢基礎年金及び付加年金 
根拠条文／Ａ～Ｃ：法 16 条の２第１項、Ｄ・Ｅ：法 25 条 



                  3 

 
■労働基準法及び労働安全衛生法   ■労働者災害補償保険法（徴収法を含む。） 

問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10  問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

解答 E A C E A B E E D C 解答 B C D D A A E D C C 
 

■雇用保険法（徴収法を含む。）   ■労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識 

問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10  問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

解答 D A E B B E A D E C 解答 B C B C D A C D A E 
 

■健康保険法     ■厚生年金保険法 

問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10  問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

解答 B D E C A B D A E B 解答 C E A B E D D E B D 
 

■国民年金法  

問題 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

解答 B E A B C B A E C B 

 

 

 

 

択一式 解答一覧 
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択一式 解答・解説 

 

■ 労働基準法及び労働安全衛生法 ■ 

 

【問１】 解答 Ｅ 

Ａ ○ 昭 22.9.13 発基 17 号。設問のとおり。 

Ｂ ○ コンメンタール 77 頁。設問のとおり。 

Ｃ ○ 昭 22.9.13 発基 17 号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法７条。設問のとおり。 

Ｅ × 昭 63.3.14 基発 150 号。所得税等を事業主が労働者に代わって負担する部分は、

賃金と認められる。 

 

【問２】 解答 Ａ 

Ａ ○ 法 14 条１項、コンメンタール 213 頁。設問のとおり。 

Ｂ × 平 11.1.29 基発 45 号。設問の事項については、雇入れ直後の就業の場所及び従事

すべき業務を明示すれば足りる。 

Ｃ × 昭 22.9.13 発基 17 号。明らかに身分的拘束を伴わないものは含まれない。 

Ｄ × 法 18 条２項・３項。設問のいわゆる任意貯金を行うにあたり、設問の意見聴取や

就業規則の定め等は不要である。任意貯金を行うにあたっては、使用者は、①労

使協定（貯蓄金管理協定）を締結し、これを行政官庁に届け出るほか、②貯蓄金

管理規程を定め、これを労働者に周知させるため作業場に備え付ける等の措置を

とらなければならない。 

Ｅ × 平 21 基発 0529001 号。使用者が時季変更権を行使して、日単位による取得の請求

を時間単位に変更することはできない。 

 

【問３】 解答 Ｃ 

ア × 則７条の２第２項。退職手当の支払いについて、設問の方法によるためには、労

働者の同意を得なければならない。 

イ × 昭 63.3.14 基発 150 号。設問の場合において、賃金を通貨以外のもので支払うこ

とができるのは、「当該事業場のすべての労働者」についてではなく、労働協約の

適用を受ける労働者に限られる。 

ウ ○ 最判 平 2.11.26 日新製鋼事件。設問のとおり。 

エ ○ 最判 昭 44.12.18 福島県教組事件。設問のとおり。 

オ ○ 則９条、コンメンタール 364 頁。設問のとおり。 

以上から、正しいものは三つであるため、正解はＣである。 

 

【問４】 解答 Ｅ 

Ａ × 昭 22.12.15 基発 502 号。法 26 条は、民法の規定を排除するものではないから、

民法の規定に比して不利なものにはなっていない。 
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Ｂ × 昭 24.3.22 基収 4077 号。休業手当を支払わなければならない日に、休日は含まな

いものと解されている。 

Ｃ × 昭 23.7.12 基発 1031 号。法 26 条に満たない額の賃金（月額の２分の１）を支給

することを就業規則に規定しても無効であり、使用者に休業手当の支払義務が生

じる。 

Ｄ × 昭 23.6.11 基収 1998 号。設問の事由は、「使用者の責に帰すべき事由」となる。 

Ｅ ○ 昭 63.3.14 基発 150 号。設問のとおり。 

 

【問５】 解答 Ａ 

Ａ ○ 法 36 条１項、コンメンタール 488 頁。設問のとおり。設問の協定（36 協定）に

基づき適法に時間外労働等を行い得るのは、届出の時点（設問の場合には令和３

年４月９日）からである。 

Ｂ × 法 32 条の２第１項、コンメンタール 413 頁。設問の１ヵ月単位の変形労働時間制

の労使協定の効力は、所轄労働基準監督署長への届出ではなく、当該労使協定の

締結により生ずる。 

Ｃ × 法 60 条１項。法 33 条の規定は、満 18 才に満たない者についても適用される。 

Ｄ × 法 41 条２号、昭 61.3.20 基発 151 号・婦発 69 号。妊産婦であっても、監督又は

管理の地位にある者には、請求の有無にかかわらず、労働時間に関する規定は適

用されない。 

Ｅ × 平 30 基発 1228 第 15 号。フレックスタイム制を導入している場合には、１日の延

長時間を協定する必要はない。 

 

【問６】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 昭 23.12.23 基発 1885 号。設問のとおり。 

Ｂ × 昭 23.12.23 基発 1885 号、昭 26.4.2 婦発 113 号。妊娠中絶も、妊娠４ヵ月以上で

行ったものであれば、「出産」の範囲に含まれる。 

Ｃ ○ 法 65 条２項、昭 25.3.31 基収 4057 号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法 65 条１項、コンメンタール 744 頁。設問のとおり。 

Ｅ ○ 昭 61.3.20 基発 151 号・婦発 69 号。設問のとおり。 

 

【問７】 解答 Ｅ 

Ａ × 昭 25.2.20 基収 276 号。絶対的必要記載事項の一部を記載しない就業規則を作成

し届け出ても、使用者は、法 89 条違反の責任を免れることはできない。 

Ｂ × 法 89 条 10 号、昭 23.12.25 基収 4281 号。制度として確立している場合には、当

該取扱いについて就業規則に規定する必要がある。 

Ｃ × 昭 23.8.3 基収 2446 号。「当該就業規則の適用を受ける労働者のみ」ではなく、「事

業場の全労働者」の過半数で組織する労働組合等の意見を聴かなければ、法 90

条による意見聴取を行ったこととされない。 

Ｄ × 昭 26.3.31 基収 938 号。設問の欠格条件を定めることは、法 91 条に違反しない。 

Ｅ ○ コンメンタール 916 頁。設問のとおり。 
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【問８】 解答 Ｅ 

Ａ × 法２条２号。建設業におけるいわゆる一人親方は、元方事業者との関係において

労働者とはされていない。 

Ｂ × 法５条１項・４項、昭 47.11.15 基発 725 号。下請負人の労働者については、当該

代表者のみが使用する労働者とはみなされない。 

Ｃ × 法 28 条の２第１項、則 24 条の 11 第１項。「１か月以内に」とある部分が誤りで

ある。危険性又は有害性等の調査の実施は、事業者の努力義務であり、実施期限

は特に設けられていない。 

Ｄ × 法 57 条の４第１項。設問の新規化学物質の有害性の調査の実施は、事業者の努力

義務ではなく、義務である。 

Ｅ ○ 法 57 条の５第１項・３項。設問のとおり。 

 

【問９】 解答 Ｄ 

ア × 法 10 条１項、令２条。基準とするのは、「事業場の企業全体における労働者数」

ではなく、「事業場の労働者数」である。 

イ ○ 法 10 条１項１号。設問のとおり。 

ウ ○ 法 10 条１項２号。設問のとおり。 

エ ○ 法 10 条１項３号。設問のとおり。 

オ ○ 法 10 条１項４号。設問のとおり。 

以上から、正しいものは四つであるため、正解はＤである。 

 

【問 10】 解答 Ｃ 

Ａ × 法 101 条１項。設問の周知義務は、常時 10 人以上の労働者を使用する事業場のみ

ならず、すべての事業場について課せられている。 

Ｂ × 法 101 条２項。設問の周知義務は、常時 100 人以上の労働者を使用する事業場の

みならず、産業医を選任したすべての事業場について課せられている。 

Ｃ ○ 法 101 条４項。設問のとおり。 

Ｄ × 参考：法 101 条２項。安全管理者又は衛生管理者の選任について、事業者に設問

のような周知義務は課せられていない。 

Ｅ × 法 101 条。労働者の死傷病の発生について、事業者に設問のような周知義務は課

せられていない。 

 

 

 

 

 



                  7 

■ 労働者災害補償保険法（労働保険徴収法を含む。） ■ 

 

【問１】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 昭 34.5.11 基収 2212 号。設問のとおり、業務災害と認められる。 

Ｂ × 昭 27.6.5 基災収 1241 号。業務災害と認められない。療養中の災害については、

当初の業務上の傷病と、その療養中に業務外の災害によって加重し増悪した傷病

又は療養中における業務外の災害による死亡との間に因果関係があるかどうか

によって現在の死傷病の業務上外が決まる。設問の骨折は、当初の骨折との間に

因果関係が認められないため、業務災害と認められない。 

Ｃ ○ 昭 34.10.13 基収 5040 号。設問のとおり、業務災害と認められる。 

Ｄ ○ 昭 42.1.24 41 基収 7808 号。設問のとおり、業務災害と認められる。 

Ｅ ○ 昭 32.12.25 基収 6636 号。設問のとおり、業務災害と認められない。設問の再骨

折は、事業主の支配下にない労働者の私的行為に基づくものであり、当初の骨折

との間に因果関係が認められないため、業務災害と認められない。 

 

【問２】 解答 Ｃ 

Ａ ○ 昭 48.11.22 基発 644 号。通常利用することが考えられる経路が複数あるような場

合は、その経路はいずれも合理的な経路となる。また、他に子を監護する者がい

ない労働者が子を託児所に預けるためにとる経路などは、そのような立場にあれ

ば、当然、就業のためにとらざるを得ない経路であるので、合理的な経路と認め

られる。したがって、設問の負傷は、通勤災害と認められる。 

Ｂ ○ 昭 48.11.22 基発 644 号。病院で治療を受ける行為（日常生活上必要な行為）をや

むを得ない事由により最小限度の範囲で行う場合であっても、通勤と認められる

のは、合理的な経路に復した後である。設問は、合理的な経路に復する前に負傷

したものであるため、通勤災害と認められない。 

Ｃ × 昭 48.11.22 基発 644 号。通勤災害と認められない。自動車教習所で教習を受ける

行為は「日常生活上必要な行為」には該当しない。したがって、設問の負傷は、

逸脱又は中断後の移動中に生じたものとなる。 

Ｄ ○ 昭 48.11.22 基発 644 号。住居間移動における赴任先住居から帰省先住居への移動

は、原則として、業務に従事した「当日又はその翌日」に行われた場合に、就業

との関連性が認められる。設問では、夏季休暇の１日目（業務に従事した日の翌

日）には交通機関の状況等に特段の問題がなかったにもかかわらず、２日目（業

務に従事した日の翌々日）に移動していることから、就業との関連性は認められ

ず、通勤災害と認められない。 

Ｅ ○ 昭 48.11.22 基発 644 号。免許証の更新忘れによる無免許運転の場合は、必ずしも

合理性を欠くものとして取り扱う必要はなく、通勤災害と認められる可能性はあ

るが、諸般の事情を勘案し、給付の支給制限が行われることがある。 

 

【問３】 解答 Ｄ 

Ａ × 平 15 基発 0520002 号。特別加入者としないことは認められる。中小事業主等の特
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別加入において、就業実態のない事業主が自らを包括加入の対象から除外するこ

とを申し出た場合には、当該事業主を特別加入者としないこととされている。 

Ｂ × 法 35条１項、則 46条の 22の２。特別加入者である個人貨物運送業者については、

通勤災害に関する労災保険の適用を行わないものとされている。 

Ｃ × 法 34 条１項４号。設問の事故については、事業主からの費用徴収は行われず、「保

険給付の全部又は一部を行わないことができる」とする支給制限が行われる。 

Ｄ ○ 昭 52.3.30 発労徴 21 号・基発 192 号。設問のとおり。 

Ｅ × 平 30 基発 0208 第１号。業務災害と認められることはある。介護作業従事者とし

て特別加入している者は、「介護作業従事者及び家事支援従事者」として特別加入

の承認を受けているものとみなされ、介護作業及び家事支援作業のいずれの作業

にも従事する者として取り扱われる。したがって、家事支援作業をしているとき

の負傷も、業務災害と認められる。 

 

【問４】 解答 Ｄ 

Ａ ○ 令２基発 0529 第１号。設問のとおり。 

Ｂ ○ 令２基発 0529 第１号。設問のとおり。 

Ｃ ○ 令２基発 0529 第１号。設問のとおり。 

Ｄ × 令２基発 0529 第１号。設問の場合の心理的負荷の程度は「強」ではなく、「中」に

なるとされている。 

Ｅ ○ 令２基発 0529 第１号。設問のとおり。 

 

【問５】 解答 Ａ 

Ａ～Ｅ 則 14 条５項、昭 50.9.30 基発 565 号。設問の場合の障害補償の額（障害補償年金

の額）は、加重後の第５級の年金額から加重前の第８級の一時金の額の 25 分の１

を差し引いた額となる。したがって、設問の場合には、「給付基礎日額の 184 日分

－給付基礎日額の 503 日分÷25」によって計算した給付基礎日額の「163.88 日分」

が、障害の存する期間１年につき支給される額（年金額）となる。 

以上から、正しいものはＡである。 

 

【問６】 解答 Ａ 

Ａ × 法 16 条の７。生計を維持していた父母は、生計を維持していなかった配偶者より

先順位とならない。遺族補償一時金の受給資格者の範囲と順位は、次表のとおり

であり、配偶者は常に最先順位の者となる。 
 

①配偶者（生計維持関係にかかわらず、常に最先順位） 

労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた 

②子、③父母、④孫、⑤祖父母 

労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していなかった 

⑥子、⑦父母、⑧孫、⑨祖父母 

⑩兄弟姉妹（生計維持関係にかかわらず、常に最終順位） 
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Ｂ ○ 法 16 条の７。設問のとおり（解説Ａの表を参照）。 

Ｃ ○ 法 16 条の７。設問のとおり（解説Ａの表を参照）。 

Ｄ ○ 法 16 条の７。設問のとおり（解説Ａの表を参照）。 

Ｅ ○ 法 16 条の７。設問のとおり（解説Ａの表を参照）。 

 

【問７】 解答 Ｅ 

Ａ ○ 平 9.2.3 基発 65 号。設問のとおり。 

Ｂ ○ 平 9.2.3 基発 65 号。設問のとおり。 

Ｃ ○ 平 9.2.3 基発 65 号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 平 9.2.3 基発 65 号。設問のとおり。 

Ｅ × 平 9.2.3 基発 65 号。設問には２箇所の誤りがある。「１か月」とある部分は正しく

は「３か月」であり、「３か月」とある部分は正しくは「６か月」である。 

 

【問８】 解答 Ｄ 

Ａ × 法３条、整備法７条。「その該当するに至った日」に保険関係が成立する。「その

該当するに至った日の翌日」ではない。 

Ｂ × 整備法５条１項、整備省令１条、14 条。「認可があった日」に保険関係が成立す

る。「認可があった日の翌日」ではない。 

Ｃ × 整備法８条２項３号、コンメンタール 168 頁。設問の場合には、「保険関係が成立

した後 1 年以上経過するまでの間」ではなく、「特別保険料を徴収する一定期間を

経過するまでの間」は、脱退が認められない。 

Ｄ ○ 整備法８条１項、整備省令３条 1 項、14 条。設問のとおり。 

Ｅ × コンメンタール 169 頁。保険関係消滅の認可があったときは、保険関係の消滅に

同意しなかった者についても、労災保険に係る保険関係は消滅する。 

 

【問９】 解答 Ｃ 

Ａ ○ 法 15 条１項・２項、則 38 条４項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 法 15 条２項、18 条、則 28 条１項。設問のとおり。 

Ｃ × 法 16 条、則 24 条２項、25 条２項。申告書の記載事項は、増加概算保険料以外に

も異なる。増加概算保険料の申告書の記載事項には、概算保険料申告書と同一の

記載事項に加え、「保険料算定基礎額の見込額が増加した年月日」がある。 

Ｄ ○ 法 15 条１項～３項、則１条３項。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 15 条４項。設問のとおり。 

 

【問 10】 解答 Ｃ 

Ａ ○ 則６条１項 1 号。設問のとおり。 

Ｂ ○ 則６条２項１号。設問のとおり。 

Ｃ × 則６条２項２号、昭 40.7.31 基発 901 号。有期事業の一括は、事業の種類が異な

る事業については、労災保険率が同じでも、適用されない。 

Ｄ ○ コンメンタール 175 頁。設問のとおり。 
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Ｅ ○ 則６条２項２号、昭 40.7.31 基発 901 号、コンメンタール 175～176 頁。設問のと

おり。Ⅹ会社がＹ会社の下請として施工する建設の事業については、請負事業の

一括により、Ｙ会社が当該事業の事業主となる。したがって、Ⅹ会社が元請とし

て施工する有期事業とは、事業主を異にするため一括されない。 
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■ 雇用保険法（労働保険徴収法を含む。） ■ 

 

【問１】 解答 Ｄ 

Ａ ○ 行政手引 20303。設問のとおり。 

Ｂ ○ 行政手引 20303。設問のとおり。 

Ｃ ○ 行政手引 20303。設問のとおり。 

Ｄ × 行政手引 20303。１年間の所定労働時間の総枠を 52 で除して得た時間を１週間の

所定労働時間として算定するのではない。設問のように、週又は月を単位として

所定労働時間が定められている場合には、当該週又は月を単位として定められた

所定労働時間により１週間の所定労働時間を算定する。 

Ｅ ○ 行政手引 20303。設問のとおり。 

 

【問２】 解答 Ａ 

Ａ ○ 法 10 条の３第１項・２項。設問のとおり。 

Ｂ × 法 10 条の３第１項。「死亡した者の名で」ではなく、「自己の名で」である。 

Ｃ × 行政手引 53103。「基本手当を支給しないこととされた期間中の日に係る未支給の

基本手当」は、支給されない。 

Ｄ × 法 31 条１項、行政手引 53103。未支給の基本手当の支給を請求する者は、死亡し

た受給資格者について失業の認定を受けて、死亡直前に係る失業認定日から死亡

日までの基本手当を受けることができる。 

Ｅ × 則 17 条の２第１項。「３か月以内」ではなく、「６か月以内」である。 

 

【問３】 解答 Ｅ 

Ａ ○ 法 61 条の７第７項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 法 22 条４項・５項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 行政手引 20352。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法 22 条３項１号。設問のとおり。 

Ｅ × 法 22 条３項２号。「特例一時金の支給を受け、その特例受給資格に係る離職の日

以前の被保険者であった期間」は、設問の算定基礎期間に含まれない。 

 

【問４】 解答 Ｂ 

Ａ × 法 23 条２項１号、則 35 条３号、行政手引 50305。特定受給資格者に該当しない。 

Ｂ ○ 法 13 条３項、則 19 条の２第１号、行政手引 50305-2。設問のとおり、特定理由

離職者に該当する。 

Ｃ × 法 23 条２項２号、則 36 条６号、行政手引 50305。特定受給資格者に該当する。

設問の場合には、事業主が労働者の職種転換等に際して、当該労働者の職業生活

の継続のために必要な配慮を行っていないことを理由とした離職といえる。 

Ｄ × 法 23 条２項２号、則 36 条１号、行政手引 50305。設問の場合において、事業主

に対し自己の責めに帰すべき重大な理由がないときは、特定受給資格者に該当す

る。 
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Ｅ × 法 13 条３項、則 19 条の２第２号、行政手引 50305-2。特定理由離職者に該当し

ない。 

 

【問５】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 法 40 条３項。設問のとおり。 

Ｂ × 法 40 条３項・４項。特例一時金に係る受給期限について、設問のような延長の措

置は設けられていない。 

Ｃ ○ 法 40 条４項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 行政手引 55104。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 24 条１項、41 条１項、令４条１項、11 条、令附則４条。設問のとおり。 

 

【問６】 解答 Ｅ 

Ａ ○ 則 101 条の２の 11 の２第１項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 行政手引 58014。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法 60 条の３第２項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法附則 11 条の２第１項。設問のとおり。 

Ｅ × 行政手引 58022。負傷により傷病手当の支給を受けるときであっても、当該負傷

に係る期間は、教育訓練給付適用対象期間の延長の対象となる。 

 

【問７】 解答 Ａ 

Ａ ○ 行政手引 59543。設問のとおり。 

Ｂ × 法 61 条の７第４項、行政手引 59535。休業開始時賃金日額は、設問のように算定

されるのではない。休業開始時賃金日額は、休業開始日前２年間においてみなし

被保険者期間として計算された最後の６ヵ月間に支払われた賃金の総額を 180 で

除して得た額で算定される。 

Ｃ × 法 61 条の７第５項。設問の場合には、育児休業給付金が支給される（差額支給）。

育児休業をした被保険者に賃金が支払われた場合において、育児休業給付金が支

給されないのは、当該賃金の額が「休業開始時賃金日額×支給日数×100 分の 80」

に相当する額以上であるときである。 

Ｄ × 行政手引 59503。「配偶者の出産日から８週間を経過した日から」ではなく、「配

偶者の出産日から」である。 

Ｅ × 行政手引 59503・59681。設問の場合には、育児休業給付金の支給対象となる。 

 

【問８】 解答 Ｄ 

Ａ × 法 26 条１項。特例納付保険料の納付は任意であり、設問の事業主が直ちに、これ

を納付する義務を負うものではない。 

Ｂ × 法 26 条 1 項、則 57 条。追徴金を加算して求めるのではない。特例納付保険料の

納付額は、特例納付保険料の基本額に「基本額に 100 分の 10 を乗じて得た額」を

加算した額ではあるが、この加算額は追徴金ではない。 

Ｃ × 則 38 条の４。特例納付保険料については、口座振替による納付を行うことができ
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ない。 

Ｄ ○ コンメンタール 484 頁。設問のとおり。 

Ｅ × 則 59 条。通知しなければならない事項は、①特例納付保険料の額及び②納期限

である。なお、通知を発する日から起算して 30 日を経過した日をその納期限と

して定めるという点は、正しい。 

 

【問９】 解答 Ｅ 

Ａ ○ 法 36 条、則 68 条３号。設問のとおり。 

Ｂ ○ 法 33 条１項、則 62 条１項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法 33 条１項、平 12.3.31 発労徴 31 号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 則 69 条、コンメンタール 539 頁。設問のとおり。 

Ｅ × 則 64 条１項。設問の届書は、「委託を受けた日の翌日から起算して 14 日以内に」

ではなく、「遅滞なく」提出しなければならない。 

 

【問 10】 解答 Ｃ 

Ａ × 則 27 条１項。令和元年度の概算保険料は、「３期」ではなく、「２期」に分けて納

付することが認められる。なお、第１期分の納付期日については、正しい。 

Ｂ × 法 15 条１項、則 24 条１項。令和２年度の賃金総額の見込額（7,400 万円）が令

和元年度の確定賃金総額（4,000 万円）の 100 分の 50 以上 100 分の 200 以下であ

るため、令和２年度の概算保険料は、令和元年度の確定賃金総額（4,000 万円）

に基づいて算定する。したがって、令和２年度の概算保険料は、「4,000 万円×

1,000 分の 15＝60 万円」により「60 万円」となる。 

Ｃ ○ 法 15 条 1 項、19 条３項、則 24 条１項、27 条。設問のとおり。 

Ｄ × 法 16 条、則 25 条 1 項。増加後の賃金総額の見込額（6,000 万円）が増加前の賃

金総額の見込額（3,600 万円）の 100 分の 200 を超えていないため、増加概算保

険料を納付する必要はない。 

Ｅ × 則 29 条１項。設問の場合は、認定決定された概算保険料（不足額）について、延

納の申請をすることができる。 
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■ 労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識 ■ 

 

【問１】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 令和元年版労働経済白書 126 頁参照。設問のとおり。 

Ｂ × 令和元年版労働経済白書 126 頁参照。女性も「職場の人間関係やコミュニケーシ

ョンの円滑化」が最も多くなっている。 

Ｃ ○ 令和元年版労働経済白書 130 頁参照。設問のとおり。 

Ｄ ○ 令和元年版労働経済白書 134 頁参照。設問のとおり。 

Ｅ ○ 令和元年版労働経済白書 133 頁参照。設問のとおり。 

 

【問２】 解答 Ｃ 

Ａ × 厚生労働省「令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」参照。「低

下」ではなく、「上昇」している。 

Ｂ × 厚生労働省「令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」参照。「派

遣労働者（受け入れ）がいる」ではなく、「パートタイム労働者がいる」が最も高

くなっている。 

Ｃ ○ 厚生労働省「令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」参照。設

問のとおり。 

Ｄ × 厚生労働省「令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」参照。「仕

事に対する責任感」ではなく、「良質な人材の確保」が最も高くなっている。 

Ｅ × 厚生労働省「令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」参照。「希

望しない」が「希望する」を上回っている。 

 

【問３】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 労契法７条、平 24 基発 0810 第２号。設問のとおり。 

Ｂ × 労契法 10 条、平 24 基発 0810 第２号。設問の「労働組合等」には、労働者で構成

されその意思を代表する親睦団体も含まれる。 

Ｃ ○ 労契法 13 条、平 24 基発 0810 第２号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 労契法 18 条１項、平 24 基発 0810 第２号。設問のとおり。 

Ｅ ○ 労契法 19 条、平 24 基発 0810 第２号。設問のとおり。 

 

【問４】 解答 Ｃ 

ア ○ 平 27.3.25 厚労告 117 号。設問のとおり。 

イ × 高年法 10 条の２第１項。文末の「確保しなければならない。」が誤りであり、正

しくは「確保するよう努めなければならない。」である。 

ウ ○ 労働施策総合推進法 30 条の２第１項、令元法附則１条、３条、令元.12.4 政令

174 号、令元.12.26 政令 211 号。設問のとおり。 

エ × 平 30.12.28 厚労告 430 号。設問の事例は、許される。 

オ ○ 最判 平 26.10.23 広島中央保健生活協同組合事件。設問のとおり。 

以上から、誤っているものの組合せは、Ｃ（イとエ）である。 
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【問５】 解答 Ｄ 

Ａ × コンメンタール 436 頁。設問の場合は、社労士法 27 条にいう「業として」行うに

該当しない。 

Ｂ × 社労士法２条の２第１項。補佐人としてであっても、尋問をすることはできない。 

Ｃ × 社労士法 24 条１項、コンメンタール 290 頁。「その業務に関し必要な報告」とは、

法令上義務づけられているものに限られず、事務所の経営状態等についての報告

も含まれる。 

Ｄ ○ 社労士法 25 条の 16。設問のとおり。 

Ｅ × 社労士法 25 条の 22 の３第２項・３項。設問のような必ず厚生労働大臣に対し、

意見を求めなければならないとする規定はない。 

 

【問６】 解答 Ａ 

Ａ × 確拠法 12 条。設問の者は、その資格を取得した日にさかのぼって、企業型年金加

入者でなかったものとみなされる。 

Ｂ ○ 確拠法 19 条１項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 確拠法 19 条４項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 確拠法 62 条１項３号。設問のとおり。 

Ｅ ○ 確拠法 63 条２項。設問のとおり。 

 

【問７】 解答 Ｃ 

Ａ × 国保法７条。資格を取得するのは、いずれも「翌日」ではなく、「その日」である。 

Ｂ × 国保法６条９号。設問の者は、適用除外に該当するため、被保険者とならない。 

Ｃ ○ 国保法 62 条。設問のとおり。 

Ｄ × 国保法 87 条１項、88 条１項。「被保険者を代表する委員」ではなく、「公益を代

表する委員」である。 

Ｅ × 国保法 127 条３項。「10 倍」ではなく、「５倍」である。 

 

【問８】 解答 Ｄ 

Ａ × 介保法 129 条４項。市町村は、第２号被保険者からは保険料を徴収しない。 

Ｂ × 介保法 14 条、15 条２項。介護認定審査会の委員は、「介護保険法第７条第５項に

規定する介護支援専門員」ではなく、「要介護者等の保健、医療又は福祉に関する

学識経験を有する者」のうちから任命される。 

Ｃ × 介保法 132 条３項。配偶者の一方は、保険料を連帯して納付する義務を負う。 

Ｄ ○ 介保法 184 条、191 条１項。設問のとおり。 

Ｅ × 介保法 28 条３項。「14 日以内」ではなく、「１ヵ月以内」である。 

 

【問９】 解答 Ａ 

Ａ × 国保法１条。「被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行

い」ではなく、「国民健康保険事業の健全な運営を確保し」である。 

Ｂ ○ 健保法１条。設問のとおり。 
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Ｃ ○ 高確法１条。設問のとおり。 

Ｄ ○ 船保法１条。設問のとおり。 

Ｅ ○ 介保法１条。設問のとおり。 

 

【問 10】 解答 Ｅ 

Ａ × 令和２年版厚生労働白書 296 頁参照。第１号被保険者と第２号被保険者等に関す

る記述が逆であり、近年増加傾向にあるのが第２号被保険者等であり、減少傾向

にあるのが第１号被保険者である。また、これらの要因としては、被用者保険の

適用拡大や厚生年金の加入促進策の実施、高齢者等の就労促進などが挙げられて

いる。 

Ｂ × 令和２年版厚生労働白書 304 頁参照。老齢年金生活者支援給付金の支給要件に該

当している場合であっても、給付金の支給を受けるには、本人による認定の請求

手続が必要である。 

Ｃ × 令和２年版厚生労働白書 359 頁参照。保険料の所得割を 5 割軽減する特例につい

て本則（軽減なし）となったのは、「2019（令和元）年度」ではなく、「2018（平

成 30）年度」からである。また、元被扶養者の保険料の均等割を９割軽減する特

例については、「2020（令和２）年度」ではなく、「2019（令和元）年度」から、

本則「(資格取得後３年間に限り７割軽減とする。)」ではなく、「（資格取得後２

年間に限り５割軽減とする。）」とされた。 

Ｄ × 令和２年版厚生労働白書 120 頁参照。1989（平成元）年度においては、「医療」で

はなく、「年金」が 49.5％、「介護、福祉その他」ではなく、「医療」が 39.4％を

占めていた。また、2004（平成 16）年度からその割合が減少に転じたのは、「介

護、福祉その他」ではなく、「年金」であり、割合が増加してきているのは、「年

金」ではなく、「介護、福祉その他」であり、2017（平成 29）年度に 21.6％とな

っているのは、「年金」ではなく、「介護、福祉その他」である。 

Ｅ ○ 令和２年版厚生労働白書 355 頁参照。設問のとおり。 
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■ 健康保険法 ■ 

 

【問１】 解答 B 

Ａ ○ 昭 50.3.29 保険発 25 号・庁保険発８号。設問のとおり。 

Ｂ × 令 3.4.1 事務連絡。随時改定は行わない。一時帰休に伴う低額な休業手当等の支

払いは、固定的賃金の変動とみなされ、当該休業手当等の支払いが継続して３ヵ

月を超えるときは、随時改定の対象となる。この３ヵ月は、月単位で計算するた

め、設問の場合は、５月１日をもって「３ヵ月を超える場合」に該当する。設問

のように５月１日に一時帰休の状況が解消した場合は、「３ヵ月を超える場合」

に該当せず、随時改定は行わない。 

Ｃ ○ 法 43 条２項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法 156 条３項、平 19 庁保険発 0501001 号。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 88 条１項。設問のとおり。 

 

【問２】 解答 D 

Ａ ○ 法 70 条２項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 法 25 条１項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法 153 条。設問のとおり。 

Ｄ × 令１条。設問の２つ以外の方法（信託業務を営む金融機関への金銭信託）で運用

することも認められている。 

Ｅ ○ 法 205 条の４第１項１号、則 159 条の７。設問のとおり。 

 

【問３】 解答 Ｅ 

Ａ × 法 60 条１項。「保険者」ではなく、「厚生労働大臣」である。 

Ｂ × 法 86 条２項２号。食事療養に要した費用は、保険外併用療養費の支給の対象とな

る。 

Ｃ × 法８条。「特例退職被保険者」ではなく、「任意継続被保険者」である。 

Ｄ × 則 50 条の２第１項・３項。設問は、以下の３点が誤りである。 

①被保険者資格証明書の交付は、「全国健康保険協会」ではなく、「厚生労働大臣

が行う。 

②被保険者資格証明書は、被保険者証の交付等が行われるまでの間、必ず交付し

なければならないのではない。当該被保険者を使用する事業主又は当該被保険

者から求めがあった場合において、当該被保険者又はその被扶養者が療養を受

ける必要があると認めたときに限り、交付するものとされている。 

③被保険者資格証明書の返納は、「協会」ではなく、「事業主を経由して厚生労働

大臣」に行う。 

Ｅ ○ 法 55 条３項、昭 50.12.8 保険発 110 号・庁保険発 20 号。設問のとおり。 

 

【問４】 解答 Ｃ 

ア × 健康保険法の解釈と運用 1279 頁参照。現物給付である療養の給付を受ける権利に
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ついては、時効の問題は生じない。 

イ ○ 法 26 条３項。設問のとおり。 

ウ × 法 203 条１項、令 61 条１項１号。設問の事務は、市町村（特別区を含むものとし、

地方自治法の指定都市にあっては、区又は総合区とする。）の長が行うものとされ

ている。 

エ ○ 法 58 条３項。設問のとおり。 

オ × 平 28 保保発 0513 第１号。「事業主との雇用関係の有無にかかわらず」とする記述

が誤りであり、正しくは「事業主との雇用関係を存続した上で」である。 

以上から、誤っているものは三つであるため、正解はＣである。 

 

【問５】 解答 Ａ 

Ａ ○ 法 194 条の２第１号。設問のとおり。 

Ｂ × 昭 24.7.7 職発 921 号。設問の専従者は、従前の事業主との関係においては被保険

者の資格を喪失する。 

Ｃ × 則 25 条１項。「同月末日まで」ではなく、「同月 10 日まで」である。 

Ｄ × 平 11.3.19 保険発 24 号・庁保険発４号。指定障害者支援施設に入所する被扶養者

の認定に当たっては、当該施設への入所は一時的な別居であると考えられること

から、その他の要件に欠けるところがなければ、被扶養者として認定される。 

Ｅ × 法 37 条２項。「いかなる理由があろうとも」とある部分が誤りである。保険料の

納付の遅延について正当な理由があると保険者が認めたときは、設問の取扱いと

ならない。 

 

【問６】 解答 B 

Ａ × 法 208 条１号。「１年以下の懲役又は 100 万円以下の過料」ではなく、「６ヵ月以

下の懲役又は 50 万円以下の罰金」である。 

Ｂ ○ 昭 30.9.7 保険発 199 号の２。設問のとおり。 

Ｃ × 法 116 条。「重過失」により給付事由を生じさせたときは、設問の給付制限（絶対

的給付制限）は行われない。 

Ｄ × 法 105 条１項。「埋葬を行う者は誰でも」とする記述が誤りである。設問の埋葬料

の支給を受けることができるのは、「被保険者であった者により生計を維持して

いた者であって、埋葬を行うもの」である。 

Ｅ × 法 85 条７項。「推定される」ではなく、「みなす」である。 

 

【問７】 解答 D 

Ａ ○ 令 22 条１項、則 11 条。設問のとおり。 

Ｂ ○ 平 23 保発 0131 第２号。設問のとおり。 

Ｃ ○ 則 74 条１項、令２保発 0305 第５号。設問のとおり。 

Ｄ × 昭 8.3.14 保規 61 号。出産育児一時金は支給される。 

Ｅ ○ 法 164 条２項。設問のとおり。 
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【問８】 解答 A 

ア × 法３条１項９号イ。被保険者として取り扱われない。設問の短時間労働者は、１

週間の所定労働時間と１ヵ月の所定労働日数が通常の労働者の４分の３未満であ

る（４分の３基準を満たさない）ため、１日の所定労働時間にかかわらず、原則

として、被保険者とならない。また、４分の３基準を満たさない短時間労働者は、

いわゆる５要件をすべて満たせば被保険者となるが、設問の短時間労働者は、１

週間の所定労働時間が 18 時間であり、５要件の１つである「１週間の所定労働時

間が 20 時間以上であること」を満たさない。 

イ ○ 平 28 保保発 0513 第１号。設問のとおり。 

ウ × 法 41 条１項、則 24 条の２。設問の場合、報酬支払の基礎となった日数が「11 日」

以上の月である「４月、５月及び６月」の報酬月額の平均額をもとにその年の標

準報酬月額の定時決定を行う。 

エ ○ 平 14 保保発 0424001 号。設問のとおり。 

オ ○ 令 2.4.10 事務連絡。設問のとおり。 

以上から、誤っているものの組合せは、Ａ（アとウ）である。 

 

【問９】 解答 Ｅ 

Ａ × 法 114 条。設問後半の場合にも、家族出産育児一時金は支給される。 

Ｂ × 法 104 条。設問の場合、資格喪失後の出産手当金を受けることができない。設問

の者は、「退職日において通常勤務」しており、資格喪失後の出産手当金の支給

要件の１つである「資格を喪失した際に出産手当金の支給を受けていること」等

を満たしていないためである。 

Ｃ × 法 99 条２項。「これまでの被保険者期間にかかわらず」とする記述が誤りである。

設問の額を考慮するのは、支給開始日の属する月以前の直近の継続した期間にお

いて標準報酬月額が定められている月が 12 ヵ月に満たない場合である。 

Ｄ × 昭 2.2.26 保発 345 号。自費診療による療養も該当する。 

Ｅ ○ 平 25.8.14 事務連絡。設問のとおり。 

 

【問 10】 解答 Ｂ 

Ａ ○ 令 3.4.1 事務連絡。設問のとおり。 

Ｂ × 法 41 条３項。設問後半の場合も、その年の標準報酬月額の定時決定を行わない。 

Ｃ ○ 法 167 条１項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 平 22 保保発 0324 第２号。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 87 条２項。設問のとおり。 
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■ 厚生年金保険法 ■ 

 

【問１】 解答 C 

Ａ × 法 62 条１項。中高齢寡婦加算として加算される額は、「遺族基礎年金の額（基本

額）に４分の３を乗じて得た額」である。「満額の遺族基礎年金の額」ではない。 

Ｂ × 昭 60 法附則 73 条１項、同別表第９。経過的寡婦加算の額は加算されない。経過

的寡婦加算が行われるのは、昭和 31 年４月１日以前生まれの妻に限られる。 

Ｃ ○ 法 78 条の 36 第１項。設問のとおり。 

Ｄ × 法 78 条の 14 第１項、則 78 条の 17 第２項。「審判が確定した日の翌日から起算し

て２年」とする記述が誤りであり、正しくは、「審判が確定した日の翌日から起算

して６ヵ月」である。 

Ｅ × 令３条の 12 の 11、則 78 条の 17 第１項１号。３号分割標準報酬改定請求をする

ことができない。 

 

【問２】 解答 E 

Ａ × 昭 60法附則 59条２項１号。経過的加算額の計算に係る定額部分の額については、

60 歳以上の厚生年金保険の被保険者期間は、その計算の基礎とされる。 

Ｂ × 昭 60 法附則 59 条２項２号。経過的加算額の計算に係る老齢基礎年金相当額を算

定するにあたっては、第３種被保険者期間に係る特例は適用されない。つまり、

３分の４倍又は５分の６倍されない。 

Ｃ × 則 22 条１項。「10 日以内」ではなく、「５日以内」である。 

Ｄ × 則 22 条４項。「14 日以内」ではなく、「10 日以内」である。 

Ｅ ○ 則 22 条１項２号。設問のとおり。 

 

【問３】 解答 Ａ 

Ａ × 法 44 条４項９号。「その時点」では、加給年金額の加算の対象から外れない。設

問の子は、18 歳年度末が終了するまでは、加給年金額の加算の対象となる。 

Ｂ ○ 平 23 年発 0323 第１号。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法附則８条の２第１項・２項。設問のとおり。支給開始年齢は、設問の女子は 62

歳、設問の男子は 64 歳である。 

Ｄ ○ 法附則８条の２第１項。設問のとおり。支給開始年齢は、いずれも 64 歳である。 

Ｅ ○ 平 12 法附則 22 条１項。設問のとおり。 

 

【問４】 解答 B 

ア ○ 法 47 条の３第３項。設問のとおり。 

イ × 法 48 条２項。従前の障害厚生年金は、受給権が消滅する。支給が停止するのでは

ない。 

ウ ○ 法 49 条１項。設問のとおり。 

エ × 法 50 条４項。設問の場合は、併合した障害厚生年金の額は、従前の障害厚生年金

の額に相当する額となる（従前額保障）。 
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オ × 法 52 条２項・７項。設問後半の者は、設問前半の改定の請求をすることができな

い。また、実施機関が職権で改定を行うこともできない。 

以上から、正しいものの組合せは、B（アとウ）である。 

 

【問５】 解答 Ｅ 

ア ○ 法 58 条１項４号、昭 60 法附則 12 条１項。設問のとおり。 

イ ○ 法 58 条１項２号、昭 60 法附則 64 条２項。設問のとおり。 

ウ ○ 法 59 条１項２号。設問のとおり。 

エ × 法 63 条１項３号。直系姻族の養子となったものであるため、丙の遺族厚生年金の

受給権は消滅しない。 

オ × 法 63 条１項５号イ。「妻が 30 歳になったとき」ではなく、「遺族厚生年金の受給

権を取得した日から起算して５年を経過したとき」に、消滅する。 

以上から、誤っているものの組合せは、Ｅ（エとオ）である。 

 

【問６】 解答 D 

Ａ ○ 法 28 条の２第１項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 法 40 条２項、78 条の 25。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法 19 条５項。設問のとおり。 

Ｄ × 法 23 条の２第１項、23 条の３第１項。設問の３か月間については、報酬支払の

基礎となった日数が 17日未満の月があってもよい。17日未満の月があるときは、

その月を除いて報酬月額を計算する。 

Ｅ ○ 法 23 条の２第１項。設問のとおり。 

 

【問７】 解答 Ｄ 

Ａ × 法 26 条１項。「３年間」ではなく、「２年間」である。 

Ｂ × 法 46 条１項等。加給年金額が加算されているときは、これを「除いた額」である。

「加算した額」ではない。 

Ｃ × 法 24 条の４第１項。標準賞与額を 150 万円とするのは、「その月」の標準賞与額

が 150 万円を超えるときである。「年度の累計額」ではない。 

Ｄ ○ 法 18 条の２第２項。設問のとおり。 

Ｅ × 法 78 条の 32 第２項・３項。中高齢の寡婦加算額は、いずれか１の期間に係る被

保険者期間を計算の基礎とする遺族厚生年金の額に加算する。設問のように、加

算した後に按分するのではない。 

 

【問８】 解答 E 

Ａ × 法 23 条１項、23 条の２第１項。随時改定には該当しない。 

Ｂ × 法附則 11 条の５による法附則７条の４の準用。老齢厚生年金の支給が停止される

のは、「基本手当に係る求職の申込みをしたとき」である。「基本手当を受給する

ことができるとき」ではない。 

Ｃ × 法 60 条１項２号。設問の場合の遺族厚生年金の額は、死亡した被保険者の被保険
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者期間を基礎として計算した老齢厚生年金の額の４分の３に相当する額と、「当該

４分の３に相当する額に３分の２を乗じて得た額と当該遺族厚生年金の受給権者

の有する老齢厚生年金の額に２分の１を乗じて得た額とを合算した額」のうちい

ずれか多い額である。「当該遺族厚生年金の受給権者の有する老齢厚生年金の額に

３分の２を乗じて計算した額」ではない。 

Ｄ × 法 46 条６項、令３条の７第１号。障害等級３級の障害厚生年金を受給している場

合は、加給年金額は支給停止される。 

Ｅ ○ 法 78 条の 11。設問のとおり。 

 

【問９】 解答 B 

Ａ ○ 法 78 条の 26 第１項、法附則８条の２第１項・２項。設問のとおり。 

Ｂ × 法附則９条の３第１項、20 条２項。「63 歳から定額部分と報酬比例部分の特別支

給の老齢厚生年金が支給される」とする記述が誤りである。特別支給の老齢厚年

年金に係る長期加入者の特例についてであるが、当該特例の要件である「被保険

者期間が 44 年以上であること」については、２以上の被保険者の種別の被保険者

であった期間を合算することができない。 

Ｃ ○ 法附則 29 条１項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法附則 29 条３項。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 42 条、44 条の３、64 条の２。設問のとおり。 

 

【問 10】 解答 D 

Ａ × 法 58 条２項。「厚生年金保険法第 58 条第１項第４号に規定するいわゆる長期要件

のみ」ではなく、「厚生年金保険法第 58 条第１項第１号に規定するいわゆる短期

要件のみ」に該当する遺族厚生年金として年金額が算出される。 

Ｂ × 法 56 条３号。両方の保険給付は支給されない。同一の傷病について労災保険法の

障害補償給付の受給権を取得しているため、障害手当金は支給されない。 

Ｃ × 法 66 条１項、国年法 41 条２項。子の遺族厚生年金の支給停止は解除されない。 

Ｄ ○ 法 78 条の２第１項、則 78 条の２。設問のとおり。離婚が成立した日から２年を

経過しているため、平成 13 年４月から平成 23 年３月までの婚姻期間について、

合意分割の請求を行うことはできない。 

Ｅ × 法 63 条１項２号。自身の老齢基礎年金と当該遺族厚生年金の両方を受給すること

はできない。遺族厚生年金の受給権は、婚姻（事実上の婚姻関係を含む。）したこ

とにより、消滅する。 
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■ 国民年金法 ■ 

 

【問１】 解答 B 

Ａ × 法 36 条の２第１項。設問の障害基礎年金（原則的な支給要件による障害基礎年金）

は、受給権者が刑事施設等に拘禁されていても、支給を停止されない。刑事施設

等に拘禁されているときに支給を停止されるのは、20 歳前の傷病による障害基礎

年金である。 

Ｂ ○ 法 85 条１項２号、平 16 法附則 19 条４項、平 26 法附則 14 条３項。設問のとおり。 

Ｃ × 法附則５条６項～９項、平６法附則 11 条７項、平 16 法附則 23 条７項。任意加入

被保険者（原則による任意加入被保険者）は、老齢厚生年金の受給権を取得して

も、資格を喪失しない。 

Ｄ × 昭 60 法附則 16 条１項。振替加算に相当する部分の支給は停止されない。 

Ｅ × 法 115 条、128 条１項。一時金の支給は、「障害」ではなく、「死亡」に関し、行

う。 

 

【問２】 解答 E 

Ａ ○ 法 21 条３項。設問のとおり。 

Ｂ ○ 昭 60 法附則 20 条１項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 法９条６号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法 130 条２項、基金令 24 条１項。設問のとおり。 

Ｅ × 法附則９条の４の２第２項。「国民年金法第 89 条第１項に規定する法定免除期間」

ではなく、「国民年金法第 90 条の３第１項に規定する学生納付特例期間」である。 

 

【問３】 解答 A 

Ａ × 法７条１項３号、９条２号・６号、則１条の３第２号。第３号被保険者の資格を

喪失しない。 

Ｂ ○ 法７条１項２号・３号、法附則３条。設問のとおり。設問の 66 歳の厚生年金保険

の被保険者は、老齢厚生年金を受給しているため、第２号被保険者ではない。 

Ｃ ○ 法７条１項１号、則１条の２第２号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法７条１項３号、則１条の３第３号。設問のとおり。 

Ｅ ○ 平 16 法附則 23 条１項。設問のとおり。 

 

【問４】 解答 B 

ア ○ 法 137 条の 17 第１項、基金令 45 条。設問のとおり。 

イ × 法 124 条１項・５項。「それぞれ２人」ではなく、「それぞれ１人」である。 

ウ × 法 90 条の３、平 26 法附則 14 条１項。学生納付特例制度は、時限措置ではない。 

エ × 法 127 条３項。申出により基金の加入員の資格を喪失することはできない。 

オ ○ 則 21 条１項。設問のとおり。 

以上から、正しいものの組合せは、Ｂ（アとオ）である。 
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【問５】 解答 Ｃ 

Ａ × 法７条１項３号、昭 61.3.31 庁保発 13 号。設問の配偶者は、障害の状態にあり、

年間収入が 180 万円未満であって、かつ、第２号被保険者の年間収入の２分の１

未満であるため、被扶養配偶者に該当し、第３号被保険者となる。 

Ｂ × 法附則９条の４の 10 第１項、令 14 条の 22。申出書の提出先は、「市町村長（特

別区の区長を含む。）」ではなく、「日本年金機構」である。 

Ｃ ○ 法 96 条４項・５項。設問のとおり。 

Ｄ × 令 15 条１項、16 条１項。支払に必要な資金は、「日本年金機構」ではなく、「当

該共済組合」に交付する。 

Ｅ × 法 85 条１項１号・３号。残りの部分（100 分の 80）の「４分の１」ではなく、「２

分の１」である。したがって、合計した負担の割合は、「100 分の 40」ではなく、

「100 分の 60」である。 

 

【問６】 解答 B 

Ａ ○ 法 101 条１項・６項。設問のとおり。 

Ｂ × 法 39 条２項。遺族基礎年金の額は、「子が生まれた日の属する月の翌月から」改

定される。死亡した日の属する月の翌月にさかのぼるのではない。 

Ｃ ○ 令１条の２第３号ヘ、令２条１項。設問のとおり。 

Ｄ ○ 則 40 条５項。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法５条５項。設問のとおり。 

 

【問７】 解答 A 

Ａ × 法 41 条２項。子に対する遺族基礎年金は、支給を停止しない。 

Ｂ ○ 昭 60 法附則 14 条１項・２項。設問のとおり。 

Ｃ ○ 昭 47.6.19 庁保発 21 号。設問のとおり。 

Ｄ ○ 法 12 条１項・５項。設問のとおり。 

Ｅ ○ 基金令６条、７条。設問のとおり。 

 

【問８】 解答 E 

Ａ × 法 27 条、平 16 法附則 10 条１項等。老齢基礎年金の額は、満額とならない。国庫

負担の限度月数を超えているため、20歳から 30歳までの保険料全額免除期間（120

月）のうち、60 月について国庫負担が行われる（残りは反映なし）。また、この

期間は平成 21 年３月以前の期間であることから、反映割合は３分の１であり、20

月として老齢基礎年金の額に反映する。このほか、第１号被保険者としての保険

料納付済期間が 360 月、任意加入被保険者としての保険料納付済期間が 60 月であ

るため、老齢基礎年金の額に反映する月数は、440（20＋360＋60）となる。反映

する月数が 480 に満たないため、老齢基礎年金の額は満額とならない。 

Ｂ × 法 33 条２項等。障害等級１級の障害基礎年金の額は、「976,100 円」ではなく、

「976,125 円」となる。障害等級２級の障害基礎年金の額を 1.25 倍した額につい
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て、端数処理（100 円未満四捨五入）を行う旨の規定はない。 

Ｃ × 法 39 条の２第１項等。子の加算として加算する額は、「224,700 円、74,900 円、

74,900 円」である。「224,700 円、224,700 円、74,900 円」ではない。 

Ｄ × 法 52 条の４第１項。死亡一時金の額は、「12 万円」である。「12 万円に（１－0.001）

を乗じて得た額」ではない。 

Ｅ ○ 法附則９条の３の２第３項、令 14 条の３の２等。設問のとおり。設問の「16,610

円」は「基準月の属する年度における保険料の額」であり、「48」は「保険料納付

済期間等の月数に応じて政令で定める数」である。 

 

【問９】 解答 C 

Ａ ○ 法 31 条。設問のとおり。 

Ｂ ○ 昭 60 法附則 11 条３項。設問のとおり。旧国民年金法による障害年金と遺族厚生

年金は、受給権者が 65 歳以上であれば、併給することができる。 

Ｃ × 法 20 条１項。受給権者の年齢を問わず、障害厚生年金と老齢基礎年金の両方を受

給（併給）することはできない。 

Ｄ ○ 法 20 条１項。設問のとおり。 

Ｅ ○ 法 20 条１項、52 条の６。設問のとおり。 

 

【問 10】 解答 B 

Ａ × 昭 60 法附則 12 条１項４号、14 条１項、同別表第３、昭 60 経過措置令 25 条。振

替加算は行われない。設問の妻は、厚生年金保険の中高齢者の特例により、老齢

厚生年金の額の計算の基礎となる被保険者期間の月数が 240 以上あるものとみな

されるためである。 

Ｂ ○ 法 20 条２項・４項。設問のとおり。 

Ｃ × 法 30 条の２第１項・３項。請求を行うことにより、事後重症による障害基礎年金

の受給権が発生する。 

Ｄ × 法 35 条３号。65 歳に達していないときは、障害基礎年金の受給権は消滅しない。 

Ｅ × 法 19 条１項・２項。乙は、未支給年金を受給することができる。乙は、遺族基礎

年金の加算の対象となっていた子であり、未支給年金に関しては、丙の子とみな

されるためである。 

 

 

 

 

 

 

 


